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（非公式訳） 

 

 

デジタル事業用投資奨励申請書 

     業種 5.7ソフトウェア事業 

     業種 5.8 E-commerce 

     業種 5.9 デジタル技術サービス 

1. 奨励申請者 

1.1   法人未設立の場合 

申請者……………………………………………..………年齢……………歳 国籍…………………………………….…………………… 

IDカード番号      

またはパスポート番号   発行国…………………………………….………… 

住所：………………………番地………………………..…通り……………………………..…町…………………………………..…郡 

…………………….……県……………………….…国 郵便番号………………電話…………………携帯番号…………………… 

ファックス……………………………….……E-mail: ……………………………………………… 

1.2   法人設立済みの場合 

会社/協同組合/財団法人（タイ語名）……………………………………………………………………………………………… 

英語名…………………………………………………………………………………………………………………………………………………… 

法人登記番号  登記日….………………………………….………… 

登録資本金………………………………………….……バーツ 払込資本金…………...……………..………………バーツ 

住所：……………………….………番地……………………………………..…通り………………………..……………………..…町 

…………………………………….…..…郡…………………………………..….……県  郵便番号….…………………….…….… 

電話……………………..…………携帯番号……………………………………ファックス…………………………………….…… 

E-mail: ………………………………………………………….ウェブサイト…………………………………………………………….. 

（決算書（あれば）の写しを添付すること） 

1.3   奨励申請者の詳細（あれば、奨励申請者の既存事業の履歴と詳細を添付すること） 

親会社/企業グループ……………………………………………………………..… 設立日……………………………………… 

業種………………………………………………..………………親会社の所在地：……………………市………………………国 

親会社/企業グループの従業員………………………人  前年度収益……………..………………百万バーツ 

1.4   連絡できる代理人の氏名………………………………………………….……………………………………………………………. 

住所：……………………….………番地……………………………………..…通り………………………..……………………..…町 

…………………………………….…..…郡…………………………………..….……県  郵便番号….……………….……….…… 

電話……………..……携帯番号……………….……ファックス…………………… E-mail: …………….……………………… 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書番号….........../25.....…….. 

受理者……………………………………… 

日付……….../……………/25………… 
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1.5   株主構成：タイ国籍個人/法人 …………..…％ 

外国籍個人/法人 …………..…国籍…………..…％ …………..…国籍…………..…％ その他国籍…………..…％ 

出資比率で 10％以上所有する株主/出資者リスト（出資比率の高い順番から記入すること） 

株主名/出資者名 国籍 出資比率 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

1.6 法人設立済みの場合、過去 3年の事業および業績情報（奨励取得済も奨励未取得も） 

年 事業 

                           1) 
タイ国内の売上 輸出売上 

実益 
金額 金額 

………年 

    

    

    

………年 

    

    

    

………年 

    

    

    

注記 1）間接輸出からの売り上げも含む 
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2. 資金調達および投資計画 

2.1   資金調達 （単位：百万バーツ） 

2.1.1 登録資本金 

○ 新規に設立する法人の登録資本金…………………百万バーツ 払込資本金  ………...…………… 

○ 操業している既存法人 

 社内留保を使用する ….…...……….…… 

       百万バーツ増資する 払込資本金  ………...…………… 

2.1.2 借入金 

 タイ国内での借入金 ….………...….…… 

 タイ国外からの借入金 ….………...….…… 

 タイ国内仕入先からのクレジット ….………...….…… 

 タイ国外仕入先からのクレジット ….………..……….. 

2.1.3その他 例：政府機関からのサポート料金、プレミアムなど  

詳細….………..……….….………..………..….………..……….. ….………..……….. 

合計（第 2.2項の総投資金額と一致すること） 

  

2.2   投資計画                                                                                                                            （単位：百万バーツ） 

1) 建設費もしくは 3年を超える賃料 …………...…………… 

2) 機械費もしくは 1年を超える賃料 

2.1)  ハードウェア（第 4.5項の金額と一致すること） …………...…………… 

2.2)  ソフトウエア（第 4.6項の金額と一致すること） …………...…………… 

3) 設置費 …………...…………… 

4) 試運転費 …………...…………… 

土地代・運転資金を除く投資金額（拡大プロジェクトの場合、1-4の合計） …..…...…………… 

5) 操業前費用 …………...…………… 

6) その他資産 …………...…………… 

土地代・運転資金を除く投資金額（新規プロジェクトの場合、1-6の合計） ………...…………… 

7) 土地代 …………...…………… 

8) 技術料 …………...…………… 

9) 運転資金 …………...…………… 

 

総投資金額合計（1-9の合計） 

  

 

注 1）建設費、機械費、操業前費用、その他資産は、投資委員会事務局布告第 Por. 1/2545号に 

おける定義に基づくこと 

2）技術料とは特許、著作権、ノウハウ、商標、製造権などの使用料を指す。 

業種 5.7ソフトウェア事業のみ、回答を１つ選んでください 

○専門者の給与は年間 150万バーツ以上であること。 

○最低投資金額（土地代、運転資金および乗物の価格を除く）は 100 万バーツ以上とする。 
 

注記）投資の最低条件を選択したプロジェクトは後程で変更不可である。 
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3. 事業所の所在地 

目的 町 郡 県 工業団地/工業区 面積 

(平方メー

トル/ラ

イ) 

      

      

      

訳注）1ライ＝1,600平方メートル 

 

4.  奨励申請者の詳細 

4.1申請者/企業暦 

  

  
4.2プロジェクトの詳細はソフトウエア又はプラットフォームの Feature/Module/Function、各プ

ロセスの開発期間を表示 Timeline、収益を表示するビジネスモデルなどを説明する概念モデル

の添付資料を作成すること。 

1)プロジェクトの詳細(Feature/Module) 

  

  

  

   

  
2）対象顧客又は収益情報 

  

  

  
4.3ソフトウエア/プラットフォーム開発のプロセス(第 5.1項の説明通りに記入し且つ各プロセス

のツールを表示する添付資料を作成すること。) 

 Modeling 

 Requirement Analysis 

 Design 

 Implementation 

 Program and System Testing 

 Deployment 

 Configuration & Change Management 

 Related Professional Training for Software and Digital Content Design and Development 
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4.4 申請者は以前プロジェクトを申請したことがある場合、既存プロジェクトと申請する新規プロ

ジェクトの違い点を説明すること。申請したことがない場合は第 4.5項に飛ばす（書ききれない場合は

別紙にまとめ、添付してください） 

  

        プロジェクト 

  詳細 

既存ソフトウエア又はサービス 
□ 申請者のもの □他人のもの 

□ なし(記入必要なし) 

今回奨励申請するソフトウエア

又はサービス 

[1]名前   

[2]Develop又は Operate用 

 ツール 
*全プロセスを表示すること 

  

[3]Business Model  
*例えば、販売計画、納入、収益

など 

  

[4]開発又は開業準備期間   

[5]Feature/Module/Function   

 

4.5ソフトウエア/プラットフォーム開発用のハードウェア詳細（購入又は 1年以上のリ-ス）

  

(金額：100万バーツ) 

リスト 

タイ国外から タイ国内から 

国名 
新品 新品 

台数 金額 1) 台数 金額 1) 

パソコン      

ノートパソコン      

その他(添付資料を作成すること)      

合計      

機械金額の総合計      

注記 1）ハードウェア金額とは、輸入の場合は C.I.F.価格通りの合計金額、または国内から購入し

た価格。 

 

4.6開発用のツール詳細、例え システムソフト、アプリケーションソフト、オープンソースなど

（購入又は 1年以上のリース） 

(金額：100万バーツ) 

リスト ソフトウエアの種類 金額 1) 

   

   

   

   

ツール金額の総合計   

注記 1）ハードウェア金額とは、輸入の場合は C.I.F.価格通りの合計金額、または国内から購入し

た価格。 
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5.雇用  
 

  5.1 プロジェクトの経営管理職おとび主人材の詳細 例えば、学歴、職務経歴、担当する勤務範囲など 

  
  
  
  
  
 

5.2  全人材の詳細 既存プロジェクトと申請する新規プロジェクトとを比較する。 

役職  
既存プロジェクト-ある場合(人) 申請する新規プロジェクト(人) 

国籍 1 年目 2 年目 3 年目 国籍 1 年目 2 年目 3 年目 

 

-情報技術開発関連の人材 

■Project Managers 

(学位       ) 

  年    年 年  年 年 年 

タイ人         

外国人         

■System Analysts 
(学位       ) 

タイ人         

外国人         

■Developers/Programmers 
(学位       ) 

タイ人         

外国人         

■Designers 
(学位       ) 

タイ人         

外国人         

■Testers 
(学位       ) 

タイ人         

外国人         
■その他の情報技術開発関

連の人材 
(学位       ) 

タイ人         

外国人         

-その他の経営関連人材 
(学位       ) 

タイ人         

外国人         

 タイ人 

合計 

        

 外国人 

合計 

        

 
総合計 

        

 

5.3  タイ人材育成および技術移転計画（項目を書いてください） 
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5.3  ソフトウェア事業プロジェクトの給料詳細（情報技術開発関連のみ） (E-commerceの場合は第 6項に飛ばす) 

注記 1）専門者の給与を投資奨励の最低条件として選択した場合、情報技術開発関連人材の給料は年間 150万バーツ以上であること。 

 

番号 役職 国籍 

1年目 2年目 3年目 

人数 

 

平均 

給料 
(バーツ/年/人) 

合計給料 
(バーツ/年) 

人数 

 

平均 

給料 
(バーツ/年/人) 

合計給料 
(バーツ/年) 

人数 

 

平均 

給料 
(バーツ/年/人) 

合計給料 
(バーツ/年) 

1. 

Project Managers タイ          
外国人          
合計          

2. 

System Analysts タイ          
外国人          
合計          

3. 

Developers/ 

Programmers 

タイ          
外国人          
合計          

4. 

Designers タイ          
外国人          
合計          

5. 

Testers タイ          
外国人          
合計          

6. 

その他の情報技術開発関連の 

人材 

タイ          
外国人          
合計          

  

タイ人合計          

外国人合計          

総合計   
1)   

1)   
1) 
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6.奨励申請するプロジェクトの最初の 3 年間の収益および費用の予想  

（金額：百万バーツ） 

 1年目 2年目 3年目 

収益 

 ▪タイ国内 
   

▪ タイ国外    

総収益    

費用を引く（ある事項のみ記入する） 

⚫情報技術開発関連人材の給料 

 ▪ タイ国内 

   

 ▪ タイ国外    

 

⚫ 人材関係の費用 

（情報技術開発関連以外） 

▪ タイ人 

   

▪ 外国人    

⚫ 電気代、水道代、電話代    

⚫ 減価償却費    

▪ 建物    

▪ 機械および道具    

⚫ 借入金の利子 

▪ タイ国内 

   

▪ タイ国外    

⚫技術料および使用料    

                     ▪ タイ国内    

                 ▪ タイ国外    

⚫訓練費    

⚫技術の研究開発費    

⚫その他費用    

総費用    

利益（損失）    
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7. 開業計画 

施設  

○ 事業所の購入/建設/改築/賃借開始予定 ……………..………….月 仏暦………………………… 年 

○ 既存プロジェクトと建物を共用する。 

機械 タイ国内での機械購入/海外からの機械入輸開始予定 ……………..………….月  

仏暦………………………… 年 

サービス サービス開始予定 ……………..………….月 仏暦………………………… 年 

8.プロジェクトの有益性（有る場合で書ききれない場合は別紙にまとめ、添付してください） 

8.1 技術開発 

 新製品の研究開発 具体的に  

  

 生産工程の研究開発/近代化 具体的に  

  

 最新/先端技術の使用 具体的に  

  

 技術移転計画 具体的に  

  

 研究/教育機関との協力 具体的に  、 国、協力分野  

  

 その他  

  

8.2 人材開発 

 研修計画 研修分野：  

  

9.当方の判断材料のために添付資料にて各業種の追加情報をご記入ください。 

10.BOI 本部での担当官との面談のご希望日時をご記入ください。 

ご面談希望日時 1) 

年月日 時間 または 

年月日 時間 または 

年月日 時間  
注：1）ご面談希望日時は、申請日より 10 日間以内でご記入ください。その期間内でのご面談が難しい場合は、その理

由を添えてください。 

私は以上の内容が事実であり、予想した内容も最も見込みが高いものであることを保証いたします。 

 

（署名）…………………………………………………..代理人   （署名）…………………………………………………..申請者 

（…………………………………………………..）         （…………………………………………………..） 

 日付………………………………………… 

注：  ‐設立済会社の場合、登録した同様に法的拘束力の署名および社印の捺印をすること。 

‐契約プロジェクト又はソフトウエア開発の場合、奨励認可の取得後、外国法人の場合は外国人事業証明書

を申請するために事業開発局に奨励証書をご提出ください。 


